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○やちよ農業交流センターの設置及び管理に関する条例 

平成24年９月28日 

条例第20号 

改正 平成26年９月30日条例第24号 

  平成29年９月29日条例第21号 

（趣旨） 

第１条 この条例は，地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第１項の規定により，

やちよ農業交流センターの設置及び管理に関し必要な事項を定めるものとする。 

（設置） 

第２条 市は，農業に対する市民の理解と関心を深めるとともに農業者の経営意欲の増進並

びに知識及び技術の向上を図り，もって農業の振興に資するため，やちよ農業交流センタ

ー（以下「農業交流センター」という。）を設置する。 

（名称及び位置） 

第３条 農業交流センターの名称及び位置は，次のとおりとする。 

名称 位置 

やちよ農業交流センター 八千代市島田2,076番地 

（業務） 

第４条 農業交流センターの業務は，次に掲げるとおりとする。 

(1) 農産物（主として市の区域内において生産された農産物をいい，当該農産物を原材

料として加工，製造又は調理（以下「加工等」という。）をされた物を含む。）の展示

及び販売を行うための施設の提供に関すること。 

(2) 農産物の加工等を行うための施設の提供に関すること。 

(3) 農業体験その他農業に対する市民の理解と関心を深めるための活動に関すること。 

(4) 農業技術，農業経営その他農業に関する研修及び指導に関すること。 

(5) その他農業交流センターの設置の目的を達成するために必要な業務 

（平26条例24・一部改正） 

（指定管理者による管理） 

第５条 農業交流センターの管理は，法人その他の団体であって，市長が指定するもの（以

下「指定管理者」という。）に行わせるものとする。 

（指定管理者が行う業務） 

第６条 指定管理者は，次に掲げる業務を行うものとする。 
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(1) 第４条各号に掲げる業務 

(2) 農業交流センターの利用の許可に関する業務 

(3) 農業交流センターの施設及び設備の維持管理に関する業務 

(4) 前３号に掲げるもののほか，市長が農業交流センターの管理上必要と認める業務 

（指定管理者の指定の申請） 

第７条 第５条の規定による指定を受けようとするものは，規則で定める申請書に次に掲げ

る書面を添えて，市長に申請しなければならない。 

(1) 事業計画書 

(2) 前号に掲げるもののほか，市長が必要と認める書面 

（指定管理者の指定） 

第８条 市長は，前条の規定による申請があったときは，次の各号のいずれにも該当するも

ののうちから指定管理者の候補者を選定し，議会の議決を経て指定管理者を指定するもの

とする。 

(1) 事業計画書による農業交流センターの管理が市民の平等な利用を確保することがで

きるものであること。 

(2) 事業計画書の内容が農業交流センターの設置の目的を効果的かつ効率的に達成でき

るものであること。 

(3) 事業計画書に沿った農業交流センターの管理を安定して行う能力を有するものであ

ること。 

（事業報告書の作成及び提出） 

第９条 指定管理者は，毎年度終了後30日以内に，次の事項を記載した事業報告書を作成

し，市長に提出しなければならない。ただし，年度の途中において地方自治法第244条の

２第11項の規定により指定を取り消されたときは，その取り消された日から起算して30

日以内に当該年度の当該日までの間の事業報告書を提出しなければならない。 

(1) 農業交流センターの管理業務の実施状況及び利用状況に関する事項 

(2) 農業交流センターの管理に係る経費の状況に関する事項 

(3) 前２号に掲げるもののほか，農業交流センターの管理の実態を把握するため市長が

必要と認める事項 

（休館日） 

第10条 農業交流センターの休館日は，次のとおりとする。ただし，指定管理者は，必要

があると認めるときは，市長の承認を得て，臨時に開館し，又は休館することができる。 
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(1) 毎月の第２月曜日（その日が国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に

規定する休日に当たるときは，第３月曜日） 

(2) 12月28日から翌年の１月４日までの日 

（平29条例21・一部改正） 

（開館時間） 

第11条 農業交流センターの開館時間は，午前９時から午後７時までとする。ただし，指

定管理者は，必要があると認めるときは，市長の承認を得て，これを変更することができ

る。 

（平29条例21・一部改正） 

（利用の許可） 

第12条 農業交流センターを利用しようとする者は，指定管理者の許可を受けなければな

らない。 

２ 指定管理者は，前項の許可をする場合において，農業交流センターの管理上必要な条件

を付することができる。 

（利用の不許可） 

第13条 指定管理者は，次の各号のいずれかに該当すると認められるときは，農業交流セ

ンターの利用を許可しないことができる。 

(1) その利用が農業交流センターの設置の目的に反するとき。 

(2) その利用が公の秩序を乱し，又は善良な風俗を害するおそれがあるとき。 

(3) その他農業交流センターの管理上支障があるとき。 

（利用の許可の取消し等） 

第14条 指定管理者は，第12条第１項の規定による利用の許可を受けた者（以下「利用者」

という。）が次の各号のいずれかに該当するときは，その許可を取り消し，又はその許可

に係る利用を制限することができる。 

(1) この条例又はこの条例に基づく規則に違反したとき。 

(2) 第12条第２項の規定による条件に違反したとき。 

(3) 虚偽の申請その他不正の手段により利用の許可を受けた事実が明らかになったとき。 

(4) その他農業交流センターの管理上支障があると認められるとき。 

（設備の設置等の禁止） 

第15条 利用者は，農業交流センターの施設に特別の設備を設置し，又は変更を加えては

ならない。ただし，あらかじめ市長の承認を受けたときは，この限りでない。 
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（原状回復義務） 

第16条 利用者は，その利用を終了したときは，直ちに施設を原状に復さなければならな

い。第14条の規定により，利用の許可を取り消され，又はその許可に係る利用を制限さ

れたときも，同様とする。 

（損害賠償義務） 

第17条 農業交流センターの施設又は設備に損害を与えた者は，その損害を賠償しなけれ

ばならない。 

（使用料） 

第18条 利用者は，別表に定める額の使用料を納付しなければならない。 

（使用料の減免） 

第19条 市長は，特に必要があると認めるときは，使用料を減額し，又は免除することが

できる。 

（使用料の不還付） 

第20条 既に徴収した使用料は，還付しない。ただし，市長が必要と認める場合は，その

全部又は一部を還付することができる。 

（秘密保持義務） 

第21条 指定管理者の役員若しくは職員又はこれらの職にあった者は，農業交流センター

の管理の業務に関して知り得た秘密を漏らし，又は不当な目的に使用してはならない。 

（市長による管理） 

第22条 市長は，指定管理者の指定を受けるものがないとき，指定管理者を指定すること

ができないとき，又は地方自治法第244条の２第11項の規定により指定管理者の指定を取

り消し，若しくは期間を定めて管理の業務の全部若しくは一部の停止を命じたときは，第

５条の規定にかかわらず，指定管理者を指定し，又は当該停止の期間が終了するまでの間，

臨時に農業交流センターの管理の業務の全部又は一部を行うものとする。 

２ 前項の場合における第10条ただし書及び第11条ただし書の規定の適用については，こ

れらの規定中「指定管理者は，必要があると認めるときは，市長の承認を得て」とあるの

は「市長が特に必要があると認めるときは」とする。 

３ 第１項の場合（業務の一部の停止を命じたことによる場合にあっては，当該停止を命じ

た業務に施設の利用の許可が含まれるときに限る。）における第12条から第14条までの

規定の適用については，これらの規定中「指定管理者」とあるのは「市長」と，第12条

第１項中「ならない」とあるのは「ならない。ただし，当該利用について指定管理者の許
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可を受けている場合は，この限りでない」とする。 

４ 第１項の規定により市長が管理の業務の全部又は一部を行った後，指定管理者が当該業

務を行うこととなった場合における第12条第１項の規定の適用については，同項中「な

らない」とあるのは「ならない。ただし，当該利用について市長の許可を受けている場合

は，この限りでない」とする。 

（平26条例24・追加） 

（委任） 

第23条 この条例に定めるもののほか，農業交流センターの管理に関し必要な事項は，規

則で定める。 

（平26条例24・旧第22条繰下） 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，平成25年４月１日から施行する。ただし，第３項の規定は，公布の日か

ら施行する。 

（八千代市農業研修センターの設置及び管理に関する条例の廃止） 

２ 八千代市農業研修センターの設置及び管理に関する条例（昭和59年八千代市条例第１

号）は，廃止する。 

（準備行為） 

３ 第５条の規定による指定及びこれに関し必要な手続その他の行為は，この条例の施行の

日前においても，第７条及び第８条の規定の例により行うことができる。 

附 則（平成26年条例第24号） 

この条例は，公布の日から施行する。 

附 則（平成29年条例第21号） 

この条例は，平成30年４月１日から施行する。 

別表（第18条） 

（平26条例24・平29条例21・一部改正） 

区分 単位 使用料 

農産物・加工品販売所 1平方メートルにつき1月 2,110円 

農産物加工所 1月 159,550円 

喫茶コーナー 1月 104,290円 

第1研修室 1時間 540円 
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第2研修室 1時間 540円 

調理実習室 1時間 660円 

備考 

１ 営利の目的をもって第１研修室，第２研修室又は調理実習室を利用する場合は，当

該区分の使用料の額に100分の100を乗じて得た額を加算する。 

２ 本市に住所又は事務所を有する者以外の者が第１研修室，第２研修室又は調理実習

室を利用する場合は，当該区分の使用料の額に100分の50を乗じて得た額を加算する。 

３ 利用面積が１平方メートル未満であるとき，又はその面積に１平方メートル未

満の端数があるときは，１平方メートルとして計算する。 

 

 


